アスベストによる健康被害の救済と対策に関する要望について
　日頃から大阪府政の推進にご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。

本府においてはこれまで、アスベスト対策推進本部を設置し全庁的な推進体制のもと、アスベスト対策に取組んでまいりました。特に健康面については、健康相談や専門医療機関への受診勧奨を通じ、府民の安全、安心の確保に努めるとともに、国に対しては、検診体制の確立や治療体制の充実などを要望してまいりました。
今般、平成22年5月19日に大阪泉南アスベスト国家賠償訴訟により、アスベスト被害に対する国の賠償責任を認める判決が出されました。国におかれましては、国民の安全と安心を確保する立場から、下記の事項に早急に取り組まれるよう、改めて要望いたします。

記

１　今回の判決を契機に、早期に大阪泉南アスベスト被害を抜本的に解決されること。
２　石綿肺等を指定疾患に加えるなど、「石綿による健康被害の救済に関する法律」をより適正に被害者救済のため運用すること。

３　健康被害者の早期発見のため検診方法の確立、治療方法の研究、地域による偏りのない治療体制の充実、医療スタッフの確保と知識・技術の向上などを図るとともに、検診費補助等の必要な措置を講じること。

４　アスベストを原因とする疾患の潜伏期は長期にわたることから、労災では救済されない労働者の家族や工場等の周辺住民に対する長期的・継続的な検診体制を確立すること。

５　社会福祉施設、医療機関など多数の住民が利用する公共・民間建築物のアスベスト除去を促進するため、助成制度や融資制度などの支援措置を早急に講じること。
平成22年5月
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